
今一度残業代のチェックを！

残業時間の削減法
～割増賃金と労働時間のムダはないか見直してみよう～

特定社会保険労務士　須田　潤

割増賃金のムダを整理しよう
残業の削減効果を算定する

割増賃金の見直しポイント
法定労働時間を超えなければ払わなくてよい
法定休日は毎週1日か4週4日でよい
休憩時間を差し引いているか
深夜手当は管理監督者にも支払っているか
週44時間制の特例適用の事業場ではないか

各種労働時間制を活用しよう
変形労働時間制とは
変形労働時間制の種類は3つ
変形休日制への応用（1ヵ月単位の例）
シフト制勤務への応用（1ヵ月単位の例）

みなし労働時間制とは
事業場外のみなし労働時間制
専門業務型裁量労働制
導入する際の注意点

フレックスタイム制とは
2種類の時間帯の設定
残業の取り扱い
労働時間が不足したとき

3つの導入ポイント
制約事項の遵守
不利益変更はダメ
業務改善と併せて行う
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◆今一度残業代のチェックを！
労働基準法によって，1日の労働時間は 8時間，1週

間の労働時間は40時間までと定められています。これ

を『法定労働時間』と言いますが，この法定労働時間を

超えて残業を行った場合には，割増賃金を含めた賃金

（時間外手当）を支払う必要が出てきます。

近頃は，割増賃金の不払いやそもそも残業代自体の不

払い（サービス残業）の問題が各種のメディアで毎日の

ように取り上げられ，大きな社会問題となっています。

法整備も着々と進んできており，割増賃金の割増率を段

階的に引き上げようとする動きも見られるなど，残業代

の取り扱いは企業経営にとって無視できないものとなっ

てきました。

そこで，ここではまず割増賃金についての要点を今一

度整理・確認し，残業代の見直しを検討していくための

きっかけを掴んでいただきたいと思います。

また，労働基準法には『変形労働時間制』『みなし労

働時間制』『フレックスタイム制』といった労働時間に

関するさまざまな制度が定められています。これらの制

度を上手に活用することで割増賃金の発生を最小限に食

い止め，また，残業そのものを少なくできることなど，

人件費の削減が可能となる場合があります。これについ

ても導入のご検討をお考えいただきたいと思います。
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